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序     文 
 
 日本国政府は、スリランカ民主社会主義共和国政府の要請に基づき、同国に係る調査を実施するこ

とを決定し、独立行政法人 国際協力機構がこの調査を実施することといたしました。 
 当機構は本格調査に先立ち、本件調査を円滑かつ効果的に進めるため、平成 18 年 6 月 13 日から

同年 6 月 23 日までの 11 日間にわたり、当機構石渡幹夫国際協力専門員を団長とする事前調査団を

現地に派遣しました。 
 調査団は本件の背景を確認するとともに、スリランカ民主社会主義共和国政府の意向を聴取し、か

つ現地踏査の結果を踏まえ、本調査に関する協議議事録に署名しました。 
 本報告書は、今回の調査を取りまとめるとともに、引き続き実施を予定している本格調査に資する

ためのものです。 
 終わりに、調査にご協力とご支援をいただいた関係各位に対し、心より感謝申し上げます。 
 
平成 19 年 1 月 
 

独立行政法人国際協力機構 
地球環境部 伊藤 隆文 
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調査対象地域位置図 
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現地調査写真 

写真－1 防災人権省次官表敬 写真－2 関係機関との協議 

写真－3 カル川の狭窄部 写真－4 ギン川のポンプ場 

写真－5 ニルワラ川ポンプ場 写真－6 ニルワラ川水位計 
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写真－7 水位計を管理する住人 写真－8 水位記録 

写真－9 マータラ市内の看板 写真－10 ラトナプラ市内に記録された洪水水位

写真－11 ラトナプラの警察署に記された洪水水位 写真－12 警察の無線機器 
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第1章 事前調査の概要 

1.1 事前調査の経緯・背景 

2004 年 12 月 26 日に発生したインド洋大津波により、スリランカ国（以下、「ス」国）は未曾有の

被害を受けた。これを契機として、「ス」国政府は防災能力向上の方針を打ち出し、大統領を長とし

た関係大臣から構成される国家災害対策評議会（National Council for Disaster Management）を設置し

た。また、同評議会の方針に基づき、防災計画の立案、関係機関間の調整、緊急事態応等を一元的に

行う国家防災センター（Disaster Management Centre：DMC）が設立された。 

これまでの「ス」国の災害対策は、災害発生後の救助・復旧に重点を置いていたが、この津波災害

を機に予警報や避難体制、構造物対策など事前の準備・被害軽減対策にも注目しはじめ、津波・洪水・

地すべりといった災害を総合的に考え（Multi Hazard）、対策を立てていくことの必要性が認識されつ

つある。このことから「ス」国は 2005 年 8 月、総合防災計画の策定及び DMC の強化を目的とした

技術協力プロジェクトを日本に要請した。 

また、これまでに「ス」国においてもっとも頻繁に発生している災害は、モンスーンの降雨が原因

の地すべりや洪水であり、最近では、2003 年にラトナプラ県を中心に南西部全域を襲った洪水・地

すべりでは、死者 235 人、被災世帯総数が約 14 万世帯という被害が発生している。このように洪水

対策の必要性は高く、2005 年 8 月、上記要請に加え、南西部を流れる河川であるカル川の災害対策

整備計画策定を目的とした「カルガンガ洪水対策計画調査」の実施を日本に要請した。 

わが国は国連防災世界会議を機に、災害対策への協力に積極的に取り組むこととしており、JICA
は2005年7月～2006年3月にかけて協力の方向性を検討するためにプロジェクト形成調査を実施し、

その結果、次の分野を対象とした開発調査を実施することが妥当であると判断された。 

 DMC の能力強化：今後「ス」国が防災政策を進めていく上で、DMC の災害対応能力（各

種防災計画の立案、関係機関間調整機能、緊急時対応能力等）の強化が必要である。 

 洪水対策計画の立案：津波からすでに 1 年以上が経過した現在、目に見える形で具体的

な防災対策を実行に移すことが急務となっており、被害が大きい洪水に対し、具体的な対

策の実施に直結する計画策定および事業実施が必要である。 

 早期予警報・避難に関する支援：早期予警報は災害被害軽減に即効性があり、「ス」国で

もすでにいくつかの取り組みが行われているが、地域や災害種が限定されている。関係機

関の調整や DMC におけるモニタリング体制を含む、包括的な枠組作成が必要である。 

 コミュニティ防災の支援：災害に最前線で対処するコミュニティの防災能力を強化する

活動を実施し、そのノウハウを DMC に蓄積することが重要である。 

本事前調査は、上記プロジェクト形成調査の結果にもとづき、本格調査を見据えた調査方針、具体

的な調査内容について「ス」国側と協議・合意することを目的に実施した。 
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1.2 事前調査の目的 

（1） 要請背景、要請内容の確認（調査対象、範囲、項目、内容、期間等） 

（2） 先方政府の意向、実施体制の確認 

（3） 関連資料・情報の収集（既存の計画、他援助機関の動向、関連プロジェクト、関連施設、調

査経費積算資料、調査用資機材、ローカルコンサルタントの能力など） 

（4） 本格調査の内容・範囲の検討 

（5） S/W、M/M に関する協議、署名 

1.3 団員構成 

名前 担当分野 派遣期間 所属 

石渡 幹夫 総括 6/13-6/23 JICA 地球環境部 課題アドバイザー 

九野 優子 協力企画 6/13-6/23 JICA 地球環境部第三グループ防災チーム 職員 

1.4 調査日程 

月日 時間 調査内容 宿泊地 
6/13(火)  成田 シンガポール（SQ997） 

シンガポール コロンボ(SQ468、23:50 着) 
コロンボ 

6/14(水) 9:00 
10:30 
16:00 

JICA スリランカ事務所との打合せ 
ERD 表敬 
関係機関との S/W（案）にかかる協議 
（DMC、気象局、灌漑局） 

コロンボ 

6/15(木) 9:30 
11:30 
13:30 
15:00 
17:00 

ODA タスクフォース出席 
防災人権省表敬 
灌漑局との協議 
国家計画局との協議 
UNDP との協議 

コロンボ 

6/16(金) 
 

9:00 
16:00 
17:00 

気象局協議、移動（コロンボ ラトナプラ） 
ラトナプラ GA オフィス協議 
ラトナプラ DMC 協議 

ラトナプラ 

6/17(土)  現地調査（カル川）/移動（ラトナプラ マータラ） マータラ 
6/18(日)  現地調査（ニルワラ川） マータラ 
6/19(月) 

 
10:00 
11:30 
15:00 

マータラ GA オフィス/移動（マータラ ゴール） 
現地調査（ギン川） 
JOCV 永廣隊員活動視察、移動（ゴール コロンボ） 

コロンボ 
 

6/20(火) 9:30 
13:30 

灌漑局との協議 
DMC との協議 

コロンボ 

6/21(水) 10:00 
14:00 

NBRO との協議 
関係機関との S/W 協議（DMC、灌漑局、NBRO） 

コロンボ 

6/22(木) 11:30 
14:00 
16:00 

世界銀行 
S/W 署名 
事務所報告 

 
 

6/23(金)  コロンボ シンガポール（SQ469、1:15 発） 
シンガポール 成田（SQ012、17:35 着） 
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1.5 主要面談者 

（1） Department of National Planning, Ministry of Finance 
 Mr. Abeygoonewardena, Director General 
 Mr. W.A.D.S. Gunasinghe, Deputy Director 

（2） Department of External Resources, Ministry of Finance 
 Mr. M. P. D. U. K. Mapa Pathirana, Director 

（3） Ministry of Disaster Management and Human rights 
 Mr. Peter Dias Amarasinghe, Secretary 

（4） Disaster Management Center, Ministry of Disaster Management and Human rights 
 Mr. Gamini Hettiarachchi, Director General 
 Mr. U.W.L. Chandradasa, Director (T & M) 

（5） Department of Meteorology, Ministry of Disaster Management and Human rights 
 Mr. G.H.P. Dharmaratne, Director General 
 Mr. Lalith Chandrapala, Deputy Director 

（6） Department of Irrigation, Ministry of Agriculture, Irrigation and Mahaweli Development 
 Mr. B.M.S. Samarasekera, Director General 
 Ms. J. Amarakoon, Director (Planning & Designing) 

（7） Landslide Studies & Service Division, National Building Research Organization 
 Ms. Kumari M Weerasinghe, Engineer 

（8） District Secretariat, Ratnapura 
 Ms. Malini Premaratne, Secretary 

（9） District Secretariat, Matara 
 Mr. Dilani Weerakoon, Assistant District Secretary 

（10）Ratunapura Irrigation office 
 Mr. K. P. Silva, Engineer  

（11）Regional Irrigation Office, Galle 
 Mr. S. Kannangodaaraachch, Chief engineer 
 Mr. H. V. C. Mendis, Engineer 

（12）Police Ratnapura 
 Mr. G. K. Jayasingha, Chief Inspector  

（13）UNDP 
 Ms. Anita Shah, Disaster Risk Advisor 

（14）World Bank 
 Ms. S. Manoharan, Rural Development Socialist 
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（15）日本大使館 
 須田大使 

（16）JICA スリランカ事務所 
 植嶋所長 
 稲岡所員 
 西ボランティア調整員 
 永廣あかね青年海外協力隊員 

1.6 調査結果概要 

（1） 本格調査目的及び調査項目 

先方政府関係機関との協議の結果、以下を目的とすることを合意し、調査項目を S/W に記載

した。 

1) 南西部地域の洪水被害が大きい流域にかかる統合洪水マスタープランの策定 

2) 早期警報・避難体制の構築支援 

3) コミュニティ防災の促進支援 

4) 関係機関の能力強化支援。 

（2） 調査対象地域 

スリランカ国全域の特に災害の多い地域を対象とすることとし、先方と合意した。なお、洪水

対策計画の策定・見直しについては南西部の洪水多発地域を対象とし、コミュニティ防災につい

ては、以下の地域からパイロットプロジェクトサイトを選定することを先方と合意した。 

・洪水    ：コロンボ（ケラニ川流域）、ラトナプラ、カルタラ（カル川流域）、 
ゴール（ギン川流域）、マータラ（ニルワラ川流域） 

・津波    ：マータラ、アンパラ 

・地すべり：ラトナプラ、カルタラ 

（3） 調査期間 

全体の調査期間を 30 ヶ月とすることで、先方と合意した。 

（4） 案件名称 

先方政府との協議の結果、当初要請時点の”Comprehensive Master Plan on Disaster Management”
「総合防災計画策定調査」から、“Comprehensive Study on Disaster Management”「防災機能強化

計画調査」と変更することとした。 

（5） ステアリングコミティ 

調査の円滑な実施のため、調査が開始される予定の 2006 年 9 月 30 日までに、以下をメンバー

とするステアリングコミティを立ち上げることを先方と合意した。 

 防災人権省 次官（議長） 
 DMC 局長 
 気象局 局長 
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 灌漑局 局長 
 NBRO 局長 
 ERD 局長 
 国家計画局 局長 
 農業灌漑省の代表者 
 環境省の代表者 

（6） カウンターパートグループ 

調査が開始される予定の 2006 年 9 月 30 日までに、各関係機関が以下のカウンターパートを配

置することを合意した。 

 DMC ：防災計画、早期警報、コミュニティ防災 
 灌漑局 ：洪水対策、洪水早期警報 
 気象局 ：気象観測 
 NBR ：地すべり 

1.7 団長所感 

今回の調査では、関係機関等との協議や現場調査を通じて、要請背景及び要請内容の確認を行い、

6 月 22 日に本格調査の Scope of Works、Minute of Meeting につき合意し、署名を行った。関係機関と

の協議や現地視察を通じて、内容に関する特記事項は以下の通り。 

（1） 治水マスタープランの改定 

灌漑局よりはポンプ場の修復や小規模洪水への対策、侵食対策も含めるよう要望が出された。

ダム等の大規模施設が過去に提案されているが、現在では開発が進んでおり大規模な住民移転が

必要となることから、慎重な取り扱いが求められる。 

（2） 早期警報・避難体制整備 

気象観測の自動化については、水害の頻発する南西部にある観測所が、乾燥地や新設の観測所

に比べ優先度が高い。通信システムは気象局が自前の技術者を抱えることがないよう、維持管理

の負担を減らしてシステムの持続性を確保するため、携帯電話や衛星電話など汎用品を活用する

ことが望ましい。降雨データについては中央レベルに加えて、県レベルでの関係機関間の情報共

有も重要であり、本調査において情報の流れや各機関の役割につき検討していく。 

ケラニ川において洪水観測は適切に運営され、機材も維持管理されているものの、自動化され

ておらず、また警報発出･避難に改善の余地がある。人員も配置され体制が整っていることから、

パイロットプロジェクトとして機材設置や情報伝達等の改善を図る。 

カル川、ニルワラ川、ギン川では、職員により水位観測はなされているものの、洪水予警報に

は利用されていない。本調査では灌漑局の取組みを、初歩的なシステム構築から段階的に支援し

ていく。調査開始までに担当職員を配置し、灌漑局自ら電話等を使った初歩的なシステムを開始

することで合意した。 

（3） コミュニティ防災 

災害に真っ先に対応し、対策の中核となるべきコミュニティの能力は全般的に低い。2005 年 3
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月に津波警報が出された際には、避難時に事故やパニックが報告されている。南西部において他

機関により関連する以下のような活動が行われており、連携していく必要がある。 

1) アジア防災センターのタウンウォッチング 

2) 国連ボランティアによる子供向け防災活動 

3) 海外青年協力隊による津波被災コミュニティ支援 

4) 日本水フォーラムによる学校での防災教育 

（4） プロジェクトサイト 

プロジェクトサイトは、(a)洪水対策：4 河川流域、(b)津波対策：マータラ、アンパラ、(c)土
砂災害：ラトナプラ、カルタラ、の各 District から数箇所ずつ選定する。 

（5） 能力強化 

DMC には現在、十分な数の職員が配置されていない。本調査により組織強化を効果的に支援

するために、調査開始までに空席となっている 4 人の課長と 8 人の課長代理を配置することで合

意した。調査の中で、役割や機能、責任の明確化、それに基づく能力強化につき支援していくこ

ととなる。 

地すべり等の土砂災害被害が、丘陵地帯での農地や宅地の開発により、近年、増加している。

建築研究所がリスクマップを作成しているが、警戒・避難や啓発等に十分には活用されていない。

本調査にて(a)警戒･避難体制整備、(b)広報･啓発活動、(c)デモンストレーション事業等への技術

指導を行う。 

（6） 現地視察（6 月 17～19 日） 

頻繁に水害が発生している南西部を中心に視察した。カル川ではラトナプラ District の出口が

狭窄部となっており、洪水の流れを塞き上げる形でラトナプラ市街地が浸水する。市街地の数

km 上流に治水ダム、市街地北側をバイパスする延長 6.6km の放水路が計画されているが、いず

れも開発が進んでおり大規模な住民移転が生じる。狭窄部を拡幅することは下流側のカルタラ

District の被害が増大するため、下流部での堤防建設等の対策が必要となる。５箇所で毎正時の

水位観測が行われているが、月に一度コロンボの本部に報告するのみで、洪水予警報には使われ

ていない。 

ソフト対策については District, Division レベルにて、徐々に体制が整いつつある。関係機関に

よる災害対策委員会が組織され、防災計画も策定されている。警察では拡声器や救援避難用のボ

ートが整備され避難時に使用されることとなっている。しかし住民への聞き取りではこれまで洪

水警報を聞いたことはない、とのことであり、十分に機能しているわけではない。 

ニルワラ川においてはフランスの援助により、ギン川では中国の援助により、約 30 年前に堤

防やポンプ場が建設された。丁寧に維持管理されているものの、ニルワラ川ではポンプ機材や堤

防の一部のリハビリが必要である。カル川同様に水位観測は行われているが洪水予警報は行われ

ていない。 

（7） 関係ドナーとの協議 

1) 世界銀行：準備中の日本資金による調査にて、気象・河川観測システム改善が含まれて
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いたため、重複を避けるよう調査内容から外すよう申し入れた。改めて正式に申し入れ

る必要がある。ダム建設による水資源開発の調査も含まれており、本調査の実施中に調

整が必要である。 

2) UNDP：District や Division での防災委員会の設立、防災計画書の策定、ボランティア派

遣等が UNDP により支援されており調整が必要である。 

（8） 実施に向けてのモニタリング事項 

本調査を効果的に開始するために、2006 年 9 月 30 日までに関係機関が以下につき実施するこ

とで合意しており、引き続きフォローが必要である。 

1) DMC に空席となっている 4 人の課長と 8 人の課長代理を配置する 

2) 灌漑局において、3 河川の洪水警報の担当職員を配置し、初歩的なシステムの運用を開

始する 

3) カウンターパートグループとステアリングコミッティを設立する 

（9） その他 

災害被害軽減に向けた本調査の内容や留意事項につき、関係機関と合意することができた。今

後は 9 月の調査開始を目標に作業を進めていくこととなる。 

DMC が設立され 1 年近くが経とうとしているが、未だ十分な職員が配置されておらず、また、

職務や責任等も明確になっていない。本調査にて DMC の能力向上への支援を行うには、まず、

十分な職員配置が不可欠であり、機会あるごとに申し入れていく必要がある。本調査では DMC
の職務や責任を明確にし、能力強化を支援していく。 

コミュニティ防災については多くの機関がさまざまな活動をすでに実施しており、こうした成

果を活用していくべきである。また、コンサルタントには十分な経験知識が蓄積されていない分

野であることから、JICA からの進捗監理、指導が重要である。 
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第2章 本格調査への提言 

2.1 調査の目的・上位目標及び対象地域 

本調査では、洪水、土砂災害、津波の自然災害を対象とする。 

洪水に関しては南西部 4 河川において、早期警報・避難システム、コミュニティ防災を含む総合的

な洪水対策計画（マスタープラン）の改訂と、マスタープランにおいて提案した洪水対策のうち、優

先的な非構造物対策プロジェクトのアクションプラン策定、ケラニ川、カル川における早期警報・避

難システム構築、パイロットコミュニティにおけるコミュニティ防災事業の実施、また、土砂災害、

津波に関しては、パイロットコミュニティにおいて、コミュニティ防災事業を実施する。 

これらの活動を通じて関係機関及びパイロットコミュニティ住民の能力強化を行い、災害被害を軽

減することを目的とする。 

2.2 調査項目・内容 

（1） 南西部 4 河川流域の洪水対策計画の策定 

1) 関連情報（法制度、組織、災害被害等）の収集 

2) 各種調査 

① 水文、気象 
② 地質、地形 
③ 土地利用 
④ 洪水対策施設 
⑤ コミュニティ組織 
⑥ 組織・法・制度 

3) 脆弱性、災害種、災害軽減要因、手段等にかかる評価の実施 

4) 洪水リスクアセスメント 

5) 既存のマスタープランのレビューによる洪水対策計画の策定 

6) 優先地域及び優先プロジェクトの特定 

7) アクションプランの策定 

① 積算 
② 評価 
③ 実施計画策定 

8) 初期環境評価 

（2） 早期避難体制の構築 

1) 関連情報の収集･分析 

2) 組織・法・制度についての調査 

3) 早期警報避難システムの概念図作成 
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① 水文・気象観測 
② 早期警報 
③ 避難体制 

4) ケラニ川流域におけるパイロットプロジェクトの計画 

① 水文・気象にかかる調査 
② 地形・地質にかかる調査 
③ コミュニティの組織に関する調査 
④ 警報基準の検討 
⑤ 早期警報体制の検討 
⑥ 避難計画の策定 
⑦ 積算及び実施計画策定 

5) ケラニ川流域におけるパイロットプロジェクトの実施 

① 機材調達及び据付 
② ソフトウェアの開発 
③ 早期警報避難体制の評価及び修正 

6) カル川、ギン川、ニルワラ川における早期警報避難体制構築支援 

① 早期警報避難体制にかかる提言 
② 提言事項実施のための支援 
③ 機材の供与（必要に応じ） 

7) 避難訓練等のコミュニティ防災活動の実施支援 

8) アクションプランの策定 

（3） コミュニティ防災事業の実施支援 

1) 関連情報の収集・分析 

① コミュニティ組織 
② コミュニティ活動実施に際する資源と資本 
③ 脆弱性 
④ コミュニティにおける災害に際する協力メカニズム 
⑤ 組織・法・制度についての調査 

2) パイロット地域（津波、洪水、地すべり）の選定 

3) パイロット地域におけるコミュニティ防災活動支援 

① 災害及び災害への脆弱性を評価するためのワークショップ 
② 収入向上のための活動 
③ 住民参加によるハザードマップ作成 
④ 早期警報避難体制の構築 
⑤ 緊急対応体制の構築 
⑥ 啓発活動の実施 
⑦ 学校防災教育 
⑧ 避難訓練 
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⑨ 小規模なパイロットプロジェクト（土木工事） 
4) 実施した活動の評価 

5) コミュニティ防災活動促進のためのマニュアルの作成と関係機関への配布 

（4） 関連機関の能力強化 

1) ニーズアセスメント 

2) 組織強化に関する提言 

3) 機材維持管理マニュアル及び作業手順書の作成 

4) 能力強化にかかる計画の策定 

5) 関係機関職員に対する研修の実施 

6) カウンターパートとの協働による技術移転 

2.3 調査工程及び要員構成 

（1） 調査工程 

本調査は、2006 年 10 月より開始し、約 30 ヵ月後の終了を目途とする。調査工程及び各報告

書の作成時期は、目途として次図に示す通りとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

        IC/R：インセプションレポート, IT/R：インテリムレポート, 
        PR1/R：プログレスレポート 1, PR2/R：プログレスレポート 2, 
        DF/R：ドラフトファイナルレポート F/R ：ファイナルレポート 

（2） 要員計画 

調査団は、次の各分野を担当する団員から構成される予定である。 

① 総括/防災行政 
② 洪水対策計画 
③ 水文・水理 
④ 河川構造物 
⑤ 環境 
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⑥ 積算/プロジェクトマネジメント 
⑦ 早期警報・避難計画 
⑧ 早期警報システム設計 
⑨ コミュニティ防災 
⑩ 気象観測 
⑪ 土砂災害対策 

2.4 調査実施体制 

本格調査は JICA により選定されたコンサルタントが実施する。 

スリランカ側実施機関は、防災人権省防災センター、気象局、農業灌漑省灌漑局及び国家建築

研究所である。本格調査実施にあたっては、調査を効率的且つ円滑に実施するために、ステアリ

ングコミティが設置される。同コミティは、調査の進捗を把握し、必要に応じて、政策、規則、

手続き等に関してガイダンスを行い、調査の改善と支援を行うものである。同コミティは、防災

人権省の次官を議長として、次のようなメンバーの参加が予定されている。 

① 防災人権省 次官（議長） 
② DMC 局長 
③ 気象局 局長 
④ 灌漑局 局長 
⑤ NBRO 局長 
⑥ ERD 局長 
⑦ 国家計画局 局長 
⑧ 農業灌漑省の代表者 
⑨ 環境省の代表者 

また、各関係機関が以下の分野のカウンターパートを配置することとなっている。 

① DMC ：防災計画、早期警報、コミュニティ防災 
② 灌漑局 ：洪水対策、洪水早期警報 
③ 気象局 ：気象観測 
④ NBRO ：地すべり 

2.5 調査実施上の留意点 

（1） 本調査における DMC の役割 

4 つの C/P 機関の中でも、DMC は、防災行政の中枢として、防災計画の策定、防災関係機関

の調整、緊急時の対応等の重要な役割を担う機関であり、本調査の上位目標である「ス」国の災

害被害軽減を達成するには、DMC の防災行政能力を向上させることが不可欠である。一方で

DMC は設立後間もない新しい組織であるため、実際の災害や災害対策、関係機関の業務等につ

き、理解が十分でない側面があり、関係機関との調整能力も不十分である。 

よって、調査の実施にあたっては、4 つの C/P のうち DMC を「ス」国側関係機関の取りまと

め役と位置づけ、関係機関とのミーティング、打合せ、現地踏査等のアポイントメントは DMC
を通じてとり、可能な限り DMC の担当者を同行させるようにするなど、すべての調査項目につ
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いて可能な限り DMC を核として調査を実施し、DMC の防災行政能力を向上させるよう留意す

る。 

（2） 他ドナーによるプロジェクトの成果、既存の資料の活用について 

「ス」国においては、2004 年のインド洋大津波被災以降、多数のドナーや NGO が防災分野で

協力を行っている。これらの協力は、本調査の目的と重複するものではないが、本調査にこれら

の協力の関連調査結果や関連データ等の成果を活用できる可能性がある。特に UNDP が District
レベルに UNV を配置し、防災委員会の設立等の活動を行っているため、情報共有を密にすると

ともに、必要に応じて防災委員会の活用も検討する。また、本調査で改訂の対象としている南西

部 4 河川のマスタープランについては、1960 年代にフランス、中国の協力によって作成された

ものが灌漑局に保管されている。本調査では、これらの終了したプロジェクトの成果や既存の資

料を十分に活用することを心がけるとともに、現在実施中のプロジェクトとの役割分担、連携を

図ることとする。 

（3） JICA が実施する他の案件との連携及び成果等の活用について 

JICA は 2004 年のインド洋大津波の発生後、北東部、南部において緊急開発調査を実施したほ

か、津波被災地域のコミュニティの自立支援のために青年海外協力隊員を派遣している。本調査

においては、これらの JICA が実施する他の案件の成果を活用するととともに、必要に応じて有

機的に連携することにより、効率的に調査を実施するよう留意する。 

（4） 洪水対策計画の策定にかかる現地踏査について 

本調査で実施する洪水マスタープラン改訂については、対象が 4 河川と広いため、地形測量等

の現地踏査は必要最低限にとどめることとする。また、アクションプラン策定の対象となる優先

プロジェクトについては、財政、経済、社会、技術、環境、住民移転問題等さまざまな条件を考

慮したうえで決定する必要がある。ダム等の大規模構造物は、マスタープランの中で選択肢の 1
つとして含まれる可能性があるが、事前調査の時点で確認した現地の社会的状況からは、計画実

施は困難であることが予想されるため、本格調査においては、慎重に取り扱うことが必要である。 

（5） 洪水対策計画策定にかかる環境社会配慮について 

本調査においては、マスタープランを改訂した後、マスタープランにおいて提案した対策のう

ち、優先度が高い対策については、アクションプランを策定することとしている。マスタープラ

ン、アクションプランに含まれる構造物対策について、「ス」国側の EIA 法規や JICA ガイドラ

インに沿った事業の実施を行う必要がある。 

（6） 早期警報避難計画にかかる無償資金協力事業「早期予警報システム整備計画」との連携につ

いて 

本調査において実施予定の早期警報避難体制の構築に関連し、気象観測精度の向上、災害予警

報発令までの所要時間の短縮を目的とする無償資金協力が「ス」国より要請されており、今年度

中に開始予定である。一方本調査においても、水文・気象情報に関する観測から警報発令、住民

の避難に至るまでの情報の流れと情報伝達方法、関係機関の役割について検討し、早期警報・避

難システムの概念設計を行うこととしている。 
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（7） 早期警報避難計画策定にかかるパイロットプロジェクトの実施について 

現在ケラニ川流域においては、目視によって水位、雨量データを観測し、電話回線を使用して

毎時データをコロンボの灌漑局に伝え、警報発令のために活用している。一方、カル川、ニルワ

ラ川、ギン川流域においては、毎時間水位を観測しているものの、観測データは月に一度コロン

ボの灌漑局に送られるのみである。 

本調査では、パイロットプロジェクトとして、ケラニ川、カル川流域において水位及び雨量の

自動観測機器を設置するとともに、観測データを関係機関に伝送し、分析、判断した上で警報を

発し、住民の避難行動につなげる、という一連のシステムを構築する予定であるが、このシステ

ムに付随する機材や伝送システムについては、システムの持続性を確保するため、維持管理の負

担が低いものを活用するよう留意する。例えば、伝送システムについは、携帯電話や衛星電話な

どの汎用品を活用することを検討する。 

（8） コミュニティ防災にかかるパイロットコミュニティの選定について 

本調査では、パイロットコミュニティを選定し、コミュニティ防災活動を実施する。パイロッ

トコミュニティの選定にあたっては、災害被害が大きい地域であることに加え、すでに住民組織

が形成され、機能しているコミュニティを選定することが望ましい。例えば、以下のようなコミ

ュニティが考えられる。 

 青年海外協力隊や JICAが実施する他のプロジェクトが活動しているコミュニティもしく

は学校等 

 NGO、他ドナー等が活動（防災活動である必要はない）している、または過去に活動し

ていたコミュニティ 

また、ラトナプラなどの被害が大きい地域では、すでに UNDP がコミュニティをターゲット

とした活動を計画しているため、事前に情報を収集し、重複がないよう、調整する必要がある。 

（9） コミュニティ防災活動実施にあたっての行政機関及び DMC の役割について 

コミュニティ防災活動の実施にあたって行政機関はコミュニティでの活動を促進及びサポー

トするための役割を担う。例えば、災害発生時に、コミュニティが迅速に避難活動を実施できる

ように情報を伝達する、コミュニティが防災訓練等、災害に備える活動を行うにあたってリソー

スを提供するなどの役割が求められており、それぞれの行政機関の責任範囲を明確にする必要が

ある。 

DMC はセンター内に Preparedness Unit, Training, Education & Public Awareness Unit を設置して

おり、各 District に DMCoordinator を配置しているものの、必ずしも防災分野のバックグラウン

ドがあるわけではなく、現段階では関係機関の調整、コミュニティ活動の促進を行えるような体

制にはなっていない。 

本調査では、DMC の両ユニット、DMCoordinator と共にパイロットプロジェクトを進めてい

くことにより、DMC に経験と知識を蓄積し、コミュニティ防災活動促進のための中心的役割を

担えるよう、能力向上を行うことを目指す。 

関係機関間の調整を行うために中心的な役割を果たす機関としては、UNDP が一部の地域で作

成済みの地方防災計画、防災省が作成中の国家防災政策（National Disaster Management Policy）
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の中で、Province, District, Division, Village レベルにおいて Disaster Management Committee を設置

することが提言されており、一部の地域ではすでに活動を始めている。本調査では、必要に応じ

てこの Committee と連携しながら活動を進める。 

（10）コミュニティ防災活動の内容について 

本調査において支援するコミュニティ防災活動は、啓発のためのワークショップ、参加型のハ

ザードマッピング、避難訓練、学校を拠点とした防災教育等、コミュニティのニーズ、特性に応

じて活動を決定することとなる。これらの活動の中には、すでに他ドナーによって実施されてい

るものもあるが、日本の経験や強みが活かせるような活動となるよう、工夫することが必要であ

る。 

（11）活動計画について 

「ス」国においては、5～9 月と 12～2 月の年に 2 回のモンスーン時期があり、この時期には

洪水、地すべり等の災害が多発すると考えられる。活動計画を立てる際には、モンスーン時期を

考慮したうえで防災活動や災害被害のレビュー、コミュニティ活動支援等の計画を立てることが

必要である。 


	表紙
	序文
	調査対象地域位置図
	現地調査写真
	目次
	略語表
	第1章 事前調査の概要
	1.1 事前調査の経緯・背景
	1.2 事前調査の目的
	1.3 団員構成
	1.4 調査日程
	1.5 主要面談者
	1.6 調査結果概要
	1.7 団長所感

	第2章 本格調査への提言
	2.1 調査の目的・上位目標及び対象地域
	2.2 調査項目・内容
	2.3 調査工程及び要員構成
	2.4 調査実施体制
	2.5 調査実施上の留意点



<<
  /ASCII85EncodePages false
  /AllowTransparency false
  /AutoPositionEPSFiles true
  /AutoRotatePages /All
  /Binding /Left
  /CalGrayProfile (Dot Gain 20%)
  /CalRGBProfile (sRGB IEC61966-2.1)
  /CalCMYKProfile (U.S. Web Coated \050SWOP\051 v2)
  /sRGBProfile (sRGB IEC61966-2.1)
  /CannotEmbedFontPolicy /Warning
  /CompatibilityLevel 1.4
  /CompressObjects /Tags
  /CompressPages true
  /ConvertImagesToIndexed true
  /PassThroughJPEGImages true
  /CreateJDFFile false
  /CreateJobTicket false
  /DefaultRenderingIntent /Default
  /DetectBlends true
  /ColorConversionStrategy /LeaveColorUnchanged
  /DoThumbnails false
  /EmbedAllFonts true
  /EmbedJobOptions true
  /DSCReportingLevel 0
  /SyntheticBoldness 1.00
  /EmitDSCWarnings false
  /EndPage -1
  /ImageMemory 1048576
  /LockDistillerParams false
  /MaxSubsetPct 100
  /Optimize true
  /OPM 1
  /ParseDSCComments true
  /ParseDSCCommentsForDocInfo true
  /PreserveCopyPage true
  /PreserveEPSInfo true
  /PreserveHalftoneInfo false
  /PreserveOPIComments false
  /PreserveOverprintSettings true
  /StartPage 1
  /SubsetFonts true
  /TransferFunctionInfo /Apply
  /UCRandBGInfo /Preserve
  /UsePrologue false
  /ColorSettingsFile ()
  /AlwaysEmbed [ true
  ]
  /NeverEmbed [ true
  ]
  /AntiAliasColorImages false
  /DownsampleColorImages true
  /ColorImageDownsampleType /Bicubic
  /ColorImageResolution 300
  /ColorImageDepth -1
  /ColorImageDownsampleThreshold 1.50000
  /EncodeColorImages true
  /ColorImageFilter /DCTEncode
  /AutoFilterColorImages true
  /ColorImageAutoFilterStrategy /JPEG
  /ColorACSImageDict <<
    /QFactor 0.15
    /HSamples [1 1 1 1] /VSamples [1 1 1 1]
  >>
  /ColorImageDict <<
    /QFactor 0.15
    /HSamples [1 1 1 1] /VSamples [1 1 1 1]
  >>
  /JPEG2000ColorACSImageDict <<
    /TileWidth 256
    /TileHeight 256
    /Quality 30
  >>
  /JPEG2000ColorImageDict <<
    /TileWidth 256
    /TileHeight 256
    /Quality 30
  >>
  /AntiAliasGrayImages false
  /DownsampleGrayImages true
  /GrayImageDownsampleType /Bicubic
  /GrayImageResolution 300
  /GrayImageDepth -1
  /GrayImageDownsampleThreshold 1.50000
  /EncodeGrayImages true
  /GrayImageFilter /DCTEncode
  /AutoFilterGrayImages true
  /GrayImageAutoFilterStrategy /JPEG
  /GrayACSImageDict <<
    /QFactor 0.15
    /HSamples [1 1 1 1] /VSamples [1 1 1 1]
  >>
  /GrayImageDict <<
    /QFactor 0.15
    /HSamples [1 1 1 1] /VSamples [1 1 1 1]
  >>
  /JPEG2000GrayACSImageDict <<
    /TileWidth 256
    /TileHeight 256
    /Quality 30
  >>
  /JPEG2000GrayImageDict <<
    /TileWidth 256
    /TileHeight 256
    /Quality 30
  >>
  /AntiAliasMonoImages false
  /DownsampleMonoImages true
  /MonoImageDownsampleType /Bicubic
  /MonoImageResolution 1200
  /MonoImageDepth -1
  /MonoImageDownsampleThreshold 1.50000
  /EncodeMonoImages true
  /MonoImageFilter /CCITTFaxEncode
  /MonoImageDict <<
    /K -1
  >>
  /AllowPSXObjects false
  /PDFX1aCheck false
  /PDFX3Check false
  /PDFXCompliantPDFOnly false
  /PDFXNoTrimBoxError true
  /PDFXTrimBoxToMediaBoxOffset [
    0.00000
    0.00000
    0.00000
    0.00000
  ]
  /PDFXSetBleedBoxToMediaBox true
  /PDFXBleedBoxToTrimBoxOffset [
    0.00000
    0.00000
    0.00000
    0.00000
  ]
  /PDFXOutputIntentProfile ()
  /PDFXOutputCondition ()
  /PDFXRegistryName (http://www.color.org)
  /PDFXTrapped /Unknown

  /Description <<
    /FRA <>
    /ENU (Use these settings to create PDF documents with higher image resolution for improved printing quality. The PDF documents can be opened with Acrobat and Reader 5.0 and later.)
    /JPN <FEFF3053306e8a2d5b9a306f30019ad889e350cf5ea6753b50cf3092542b308000200050004400460020658766f830924f5c62103059308b3068304d306b4f7f75283057307e30593002537052376642306e753b8cea3092670059279650306b4fdd306430533068304c3067304d307e305930023053306e8a2d5b9a30674f5c62103057305f00200050004400460020658766f8306f0020004100630072006f0062006100740020304a30883073002000520065006100640065007200200035002e003000204ee5964d30678868793a3067304d307e30593002>
    /DEU <>
    /PTB <>
    /DAN <>
    /NLD <>
    /ESP <>
    /SUO <>
    /ITA <>
    /NOR <>
    /SVE <>
    /KOR <FEFFd5a5c0c1b41c0020c778c1c40020d488c9c8c7440020c5bbae300020c704d5740020ace0d574c0c1b3c4c7580020c774bbf8c9c0b97c0020c0acc6a9d558c5ec00200050004400460020bb38c11cb97c0020b9ccb4e4b824ba740020c7740020c124c815c7440020c0acc6a9d558c2edc2dcc624002e0020c7740020c124c815c7440020c0acc6a9d558c5ec0020b9ccb4e000200050004400460020bb38c11cb2940020004100630072006f0062006100740020bc0f002000520065006100640065007200200035002e00300020c774c0c1c5d0c11c0020c5f40020c2180020c788c2b5b2c8b2e4002e>
    /CHS <FEFF4f7f75288fd94e9b8bbe7f6e521b5efa76840020005000440046002065876863ff0c5c065305542b66f49ad8768456fe50cf52068fa87387ff0c4ee563d09ad8625353708d2891cf30028be5002000500044004600206587686353ef4ee54f7f752800200020004100630072006f00620061007400204e0e002000520065006100640065007200200035002e00300020548c66f49ad87248672c62535f003002>
    /CHT <FEFF4f7f752890194e9b8a2d5b9a5efa7acb76840020005000440046002065874ef65305542b8f039ad876845f7150cf89e367905ea6ff0c4fbf65bc63d066075217537054c18cea3002005000440046002065874ef653ef4ee54f7f75280020004100630072006f0062006100740020548c002000520065006100640065007200200035002e0030002053ca66f465b07248672c4f86958b555f3002>
  >>
>> setdistillerparams
<<
  /HWResolution [2400 2400]
  /PageSize [612.000 792.000]
>> setpagedevice




